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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
 アメリカ大リーグでも連勝記録を続けていたヤンキースの田中将大投手が、20日の対レッドソックス戦で敗戦投手となり34連勝で記録がストップした。ある新聞などでは一面に掲載するほどの国民的注目を集めたのだが、人間のやることであり永遠に勝ち続けることなどありえないわけで、冷静に見ていく必要があろう。日本のプロ野球のセパ交流戦に突入したのだが、やはりパリーグの力強さが目立つ。セントラルの一位をひた走ってきた広島カープだが、出だしから4連敗と、やはり鬼門の交流戦になりつつある。今後、どのような展開を見せるのか、始まったばかりとはいえ、その行方が気になるところではある。広島を始めとするセントラルの奮起が望まれるところだ。
　アベノミクスは効果が上がっているように見えるのだが、・・・
　さて、アベノミクスについては各界各層で色々と論議をされており、その評価についてもまだ定まっているとは言えないようだ。ただ、政権交代選挙となった1年半前の頃から安倍総裁が誕生し、2%のインフレターゲットの採用を日銀に強要した頃から為替が円安に転換し始め、株価も上昇に転じてきたことは事実だろう。まだ何も具体的な政策発動をしないうちに、期待だけで円安と株価上昇が始まり、政権交代が現実となる中でアベノミクスと称する三本の矢、即ち金融緩和、機動的財政政策、成長戦略を打ち出し、政権交代と同時に大型の補正予算の編成によって景気を下支えするとともに、日銀も2%のインフレターゲットへとかじを切り替え、昨年4月4日には黒田新総裁の下「異次元の金融緩和政策」として、2年間で2%のインフレを目指すべく、マネタリーベースで2倍に増やすことを決定し、今日に至っている。
　東日本大震災や福島第一原発による輸入増も円安の要因か
　何もしないうちに期待だけで円安や株価の上昇が起きたのかどうか、ここは海外の動向、即ちアメリカの量的緩和の縮減やユーロ諸国の金融・財政の安定が、日本の円の相対的低下につながりそれまでの円高から円安へとトレンドが大きく変わってきたことが大きかったし、株価の方も、解散を宣言したころを境として上昇に転じ始めたわけで、アベノミクスが直接もたらした成果とは言えないと見るエコノミストも多い。また、東日本大震災の復旧・復興という公共事業による内需拡大や、東京電力福島第一原子力発電所の過酷事故による原発停止に伴う液化天然ガスを始めとするエネルギーの輸入増大があり、結果として貿易収支の赤字拡大などによる円安への転換なども挙げておく必要があろう。
　第三の矢である成長戦略は、未だに成果が出てこない
ただ、政治家には運も必要なわけで、安倍政権は幸運の中の船出に成功したことは事実であろう。第一の矢である金融緩和、第二の矢である機動的な財政運営まではそれなりに結果が出てきたように見えるものの、第三の矢についてはこれまで十分な成果が出てきていない。特に、1年前の5月17日、第三の矢として総理自らが記者会見をした最中に株価が大きく下落し、第三の矢の演出に水を差してしまった。背景には、アメリカのQE3の縮小という政策転換が、途上国の金融に大きな打撃を与え、その結果世界的な株価の大幅な下落となって東京市場を襲ったものであった。それ以降も、第三の矢として「日本再興戦略」を始め、アイディアは出されるのだが、ほとんど効果が無いか、TPPや法人税減税など利害関係者の抵抗が強すぎて十分な成果が出なかったり、財源問題などから困難な岩盤にぶつかったり、未だに成果が出ていない。
供給サイドではなく、需要サイドに力を入れるべきだ
　というより、経済成長に向けて政府が打ち出した政策がうまく機能すると考えている方が、むしろ問題ではなかろうか。安倍総理は、経済成長のエンジン役である企業が世界で一番活動しやすい日本にしていくのだ、と強調している。先ほど述べた法人税の大幅な減税(35%から25%へ)や、残業代ゼロ(ホワイトカラー・イグゼンプション)を始めとする企業(供給)サイドへの支援を強化する政策を、次から次へと繰り広げていることは周知の事実だろう。問題は、このような企業(供給)サイドへの露骨なテコ入れによって、イノベーションを巻き起こし、設備投資が増え、雇用が増加し賃上げに結び付いていくことによって国民の生活が向上していけるのかどうか、という点であろう。俗にいわれるトリクルダウン効果が出てくるのかどうか、という点である。
　確かに、今までのところ雇用の改善が一定程度進み、厚生労働省の発表によれば、有効求人倍率が1倍を超えたのが昨年11月で、今年3月は1.07と改善されている。また、完全失業率も4%台から今では3.6%へと日銀総裁をして完全雇用に近い状態だと言わしめる状態になりつつあるようだ。もっとも、雇用の量的側面だけではなく、質的な点での改善が進んでいるのかどうか、ということにも目を向ける必要がある。
　内需の拡大は、結局のところ公共事業と駆け込み需要か
　では、このような結果はアベノミクスによる成果とみて良いのだろうか。有効求人倍率が大きく改善して1を大きく超えているのは、建設業やサービス業など限られた業種であり、公共事業の拡大はもとより、東日本大震災からの復興や東京オリンピック関連の仕事によって、建設関係労働者の絶対的不足が顕在化したり、パートやアルバイトに大きく依存してきた外食産業などでは人材のネックが顕在化しては来ているのだが、雇用が安定している事務職などでは依然として雇用環境は改善されていない。それとともに、付け加えるとすれば消費税引き上げ前の駆け込み需要の一時的な増加が挙げられよう。
他方、公共事業関連の仕事は産業間や地域間でのアンバランスが大きく、雇用の量的な改善はあっても質的な改善にまで至っていない。その結果、安倍総理が鳴り物入りで応援した今年の春闘での賃上げの結果は、大企業中心に定昇込みで2％台そこそこで、中小企業等ではとてもベアどころではない、という状況なのだ。僅かに建設労働者や外食産業の不安定労働者の労賃が、東京など大都市部を中心に単価アップが見られ始めているだけで、それが全産業に波及しつつあるとは言えないようだ。
黒田日銀総裁、2%のインフレは可能と明言だが、内需拡大によるインフレなのか、交易条件の悪化なのではないか
　かくして、アベノミクスによって確かに円高から円安への転換が進み、株価の一定の上昇はあったものの、今では円安効果も剥げ落ち株価も低迷状態にあることは、安倍政権の頭の痛いところとなっている。ただ、物価の方は円安への転換によって海外からの輸入物価の値上がりが進展し、結果として消費者物価指数は対前年比1%台半ばの上昇を示している。黒田総裁は、自信を持って2%を達成することは可能だ、と記者会見で発言しているのだが、果たしてこの物価上昇は、内需の拡大による雇用の拡大・賃金上昇という良循環によってもたらされたものだろうか。円安による海外からの輸入材の価格上昇によるコストプッシュ型の物価上昇でしかないのであり、交易条件の悪化として国民経済には悪影響をもたらすものになっているのではなかろうか。
　消費税分が価格転嫁で2%上がれば、消費者物価は4％台、賃上げは大企業でも2％だから内需は低下する危険性大
更にこの物価上昇に加え、今年4月から消費税の5%から8%へと3%の引き上げ分が確実に物価へと跳ね返ってきており、その分2%と見て良いだろう。とすると、2%の物価上昇分と2%の消費税の物価への跳ね返り分を合わせれば4%近くにまで物価は上昇する。賃上げは余裕のある大企業ですら2%台でしかない中で、4%近い物価上昇となれば消費は減退してしまう。消費が落ち込み内需の減退になれば、インフレどころか景気の低迷とともに再びデフレへと転化することが懸念される始末なのだ。専門家であるエコノミストや政府関係者の多くは、消費税の引き上げの影響はやがて7月頃には解消され、内需にはあまり影響を与えないだろうと暢気な見方をしているようだが、事態は深刻だと見た方が良い。
　そうこうしているうちに、来年10月からの消費税の8%から10%への引き上げを決断すべき時が近づいてくる。来年10月とはいえ、来年度予算を策定するのは6月の骨太方針から始まり、7月末の概算要求基準の策定に始まるわけで、おそらく昨年10月に今年4月からの5%から8%への引き上げを決断したように、今年も10月ごろをめどに最終的な消費税引き上げの決断が迫られるものと見られる。
　やはり心配なのは、金利の上昇であり、財政破綻という悪夢だ
おそらく、安倍総理の頭の中には消費税率の引き上げよりも、景気の上昇による税の自然増のほうに傾いているのではないかと思われるのだが、いずれにせよ、これは総理大臣が最終的に決断すべきことなのだろう。その際、法人税の引き下げを始め、財政規律を揺るがすような政策を打ち出せば、マーケットからのしっぺ返しは覚悟しておかねばなるまい。今は、長期金利は1%を切って0.6%程度にまで、日銀の力ずくでの金融抑圧で持って収まっているのだが、4%近く物価が上昇した暁には長期金利も4%以上に引き上がることは必至と見ておく必要があり、そうなれば利払い費だけで今年度10兆円強が、徐々に引き上がり、やがては40兆円近くまで上昇することも在り得るとみて良い。そうなれば、一般会計の税収のほとんどが利払いと元本を含めた国債費で持って充当され、国民生活に役立てられる予算にはほとんど使われなくなるという異常事態に至るわけで、財政破綻という悪夢が脳裏を掠めてくる。これ以上放置は許されないのだが、如何せん、単年度の税収不足だけでなく、積年にわたった累積赤字が約1000兆円というGDPの2倍以上になっているわけで、どのようにこの解決を進めていくべきなのか、まことに深刻な課題としてわれわれにのしかかってくる。
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